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各協定に係る数値目標整理表

内訳において考慮すべ
き事項等

愛知県の実績

５．１万床　（2022.12時点）
（約3,000医療機関（うち重点医療
機関 2,000））

2,540床
（94医療機関）

（2022.12）

・確保している病床で、酸素投与・呼吸器モニタリングが可能
・県からの要請後１～２週間を目途に即応病床の対応が可能
・院内感染対策（ゾーニング、換気、研修・訓練等）を適切に実施

流行初期医療確保措置
500医療機関（2021.11時点）
【総病床数400床以上の重点医療
機関】

①一定数（例：30床）以上の病床を確保し、継続して対応できること
②知事からの要請後原則１週間以内に即応化すること
③病床確保に当たり影響が生じ得る一般患者の対応について、後方支援機
関との連携も含め、あらかじめ確認すること

重症者用病床 4,300床（2022.12時点）
210床

（2022.12）

【留意事項】
・人工呼吸器等の設備や、重症患者に対応する医療従事者の確保に留意
・重症者用病床確保に伴い、患者の生命に重大な影響が及ぶ恐れのある通
常医療を担う医療機関がどの程度確保できるかなど、地域における役割分担
を確認

特に配慮が必要な患者
の病床

【対象者】
精神疾患を有する患者、妊産婦、小児、透析患者、障害児者、認知症患者、
がん患者、外国人等

疑い患者への対応
【留意事項】
・新型コロナの協力医療機関の個室等の施設要件も参考に病床を確保

４．２万箇所（2023.2時点）
【診療・検査医療機関】

2,267箇所
（2023.3）

・発熱患者等専用の診察室を設けた上で、あらかじめ対応時間帯を住民に周
知又は地域の医療機関と情報共有し、発熱患者等の受入れ体制を有する
・院内感染対策（ゾーニング、換気、研修・訓練等）を適切に実施

流行初期医療確保措置

1,500機関（2020.5時点）
【総病床数200以上で新型コロナ患
者が入院可能な診療・検査医療機
関】

①一定数（例：20人/日）以上の発熱患者を診察できること
②知事からの要請後原則１週間以内に発熱外来を開始すること

２．７万機関（2022.12時点）
【健康観察・診療医療機関】

1,652機関
（2022.12）

高齢者施設等に対する
医療支援

薬局 薬局数
２．７万箇所（2022.12時点）
【自宅療養者等のフォローを行う薬
局】

3,589箇所
（2022.12）

①最新の知見に基づき適切な感染の防止対策が可能であること
②知事からの要請を受けて、発熱等患者の医薬品等対応（調剤・医
薬品等交付・服薬指導等）を行う体制が整っていると認められること

訪問看護事業所 事業所数
２．８千箇所（2022.12時点）
【自宅療養者等のフォローを行う訪
問看護ステーション】

130箇所
（2022.12）

①最新の知見に基づき適切な感染の防止対策が可能であること
②知事からの要請を受けて、自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療
養者等に訪問看護を行う体制が整っていると認められること

④後方支援 病院・診療所 ３．７千機関（2022.12時点）
130機関

（2022.12）

【想定】
①流行初期の感染症患者以外の患者の受入
②感染症からの回復後の入院が必要な患者の転院の受入

２．７千医療機関（2022.12時点）
（医師2,100人、看護師4,000人）

14医療機関
（医師：23人、
看護師：91人）

県外派遣可能、ＤＭＡ
Ｔ・ＤＰＡＴ

検査
病原体等の検査
機関

宿泊療養 宿泊施設 ６．６万室（2022.12時点）
2,737室

（2022.12）

※１　新型コロナ対応での最大値の体制を目指す

※２　※１と併せて、①病床の協定締結医療機関数を上回ることを目指す

種類 備考対象基準等対象

検
査
等

措
置
協
定

①病床

②発熱外来

病院

病院・診療所

参考とする新型コロナ対応の実績

派遣可能な医療人材数
（医師数、看護師数）

医療機関数 ※２

検査能力

確保居室数

数値目標 ※１

⑤人材派遣

医
療
措
置
協
定

指定基準【第二種協定指定医療機関】
①最新の知見に基づき適切な感染の防止対策が可能であること
②知事からの要請を受けて、オンライン診療、電話診療、往診その
他自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等に対する医療の提
供を行う体制が整っていると認められること

③自宅療養
者等への医
療の提供

医療機関数

医療機関数

確保病床数

【対象者】
・自宅療養者
・宿泊療養施設の療養者
・高齢者施設等の療養者

【方法】
・往診・訪問看護
・電話・オンライン診療
・医薬品等対応（調剤・薬剤等交付・服薬指導等）

指定基準【第一種協定指定医療機関】
①最新の知見に基づき適切な感染の防止対策が可能であること
②他の患者と可能な限り接触することがなく診察が可能であること
③知事からの要請を受けて、感染症患者を入院させ、検査、医療従
事者への訓練・研修等の感染症患者に対する人材確保も含めた必
要な医療を提供する体制が整っていると認められること

指定基準【第二種協定指定医療機関】
①最新の知見に基づき適切な感染の防止対策が可能であること
②他の患者と可能な限り接触することがなく診察が可能であること
③発熱等患者の診療、検査を行う体制が整っていると認められるこ
と

病院・診療所

病院・診療所
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